労働災害防止に向けた集中的取組について
京都府内における平成23年の労働災害の大幅な増加を受け、京都労働局は、平成２４年１月から６月末迄の間、労働災害防止に向けた集中的取組を実施することとしました。

集中的取組のキックオフとして、平成２４年１月２０日には、労働災害防止団体及び増加業種団体（陸上貨物運送業、小売業、社会福祉施設）等２４団体を招集し、「労災防止緊急対策会議」を開催しました。
会議では、京都府下において発生した労働災害の分析結果の説明及び防止対策の説明の後、各団体の労災防止への取組及び意見交換を行いました。
分析では、「起因物」の型別においては、全産業において、「転倒」及び「腰痛等」が著しく増加していることの説明が行われた後、防止対策として、出席した全団体の傘下会員事業場の経営者に対し、「経営トップは安全について所信を明らかにし、自らが率先して職場の安全パトロール等を行い、　安全について従業員への呼びかけを行うとともに、安全活動に係る総点検を行う。」ことの要請を行いました。

　　さらに、増加業種についての業種別の防止対策の説明も行いました。
　　意見交換では、「このように災害が増加しているのを知らなかった。会員にも知らせて労働災害を防止したい。」等の発言が小売業関係団体等から出されました。
　　増加業種対策として、陸上貨物運送業については、１月、２月に府北部、南部において事業者に集まっていただき、労働災害防止説明会を開催しました。
また、小売業、社会福祉施設については、安全に関する自主点検を行います。それを基に４，５月に労働災害防止説明会を行うこととしています。
さらに、各労働基準監督署については、監督・指導計画の前倒しを行い、今月から個別に事業場に立入り、安全指導を行っていきます。
　各団体に要請した内容は、別紙１・２のとおりです。
別紙１

労働災害の減少に向けて取組の強化を！

京都労働局
　経営トップは安全について所信を明らかにし、自らが率先して職場の安全パトロール等を行い、安全について従業員への呼びかけを行うとともに、以下の事項について安全活動に係る総点検を行い、安全活動の定着と安全水準の向上を図ること。

（１）安全衛生管理体制の確立と自主的な安全衛生活動の促進

（２）職業生活全般を通じた各段階における安全教育の徹底

（３）作業者の安全意識の高揚

（４）女性労働者や高年齢労働者が活躍するための職場改善の

　　推進

（５）緊急時における労働者の安全確保マニュアルの整備と同種

　　災害防止対策の確立と徹底

（６）快適な職場環境の形成の推進

（７）業種の特性に対応した対策及び特定の災害に対する対策の推進

　　（各業種、業態、業務に対応した、危険性の特定、リスクの見積

　　り、リスク低減措置の検討等を行い、その結果により安全対策を

　　講じるリスクアセスメントを実施すること。）

別紙２

労働災害の増加３業種に要請した重点対策事項

	陸上貨物運送業
	　墜落・転落災害、動作の反動・無理な動作(腰痛等）において、災害が多発していることから、荷役作業時の墜落・転落災害、交通労働災害、重量物取扱や長時間の車両運転による腰痛防止対策等を重点対策事項とする。

１　荷役作業における労働災害防止対策の推進

２　交通労働災害防止対策の推進

３　腰痛予防対策の推進

	　　小売業
	　転倒災害、動作の反動・無理な動作(腰痛等）において、災害が多発しており、転倒を防止するための整理整頓や高齢者への配慮を重点対策事項とする。

１　４Ｓ活動の推進等による転倒・転落災害の防止の推進

２　高年齢労働者に配慮した職場改善の推進

	社会福祉施設
	　動作の反動・無理な動作(腰痛等）、転倒災害が多発していることから、腰痛防止対策、転倒を防止するための整理整頓や高齢者への配慮を重点対策事項とする。

１　腰痛予防対策の推進

２　転倒災害防止対策の推進

３　高年齢労働者に配慮した職場改善の推進
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